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調査調査・・設計業務設計業務等等におけるにおける総合評価方式総合評価方式実施実施要領要領    

 

（目的） 

第１条  この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２（第

１６７条の１２第４項及び第１６７条の１３において準用する場合を含む。）及び三重

県会計規則（平成１８年三重県規則第６９号）の規定により、三重県が発注する測量、

調査、設計等の業務において、価格及びその他の条件をもって落札者を決定する方式（以

下「総合評価方式」という。）の実施に関し必要な事項を定め、その適正な活用を図る

ことを目的とする。 

 

（対象業務の範囲） 

第２条 この要領に定める対象業務の範囲は、入札者から価格のほか、業務経歴、技術職員の

経験、業務の実施方針等（以下、「技術的要素」という。）を記載した技術提案を求め総合

的に評価することが、公共事業の品質確保の促進に寄与すると認められる業務とする。た

だし、簡易な業務及び緊急性を要する業務を除く。 

 

（入札方式の指定及び執行） 

第３条  知事又はその委任を受けて契約の締結権を有する者（以下「契約締結権者」という。）

は、前条に該当する業務の実施に当たり、当該業務を所掌する競争入札審査会（以下「競

争入札審査会」という。）の審査を経て入札方式の指定を行う。また、入札方式を指定し

たときは、県土整備部入札管理課に報告するものとする。 

２ 契約締結権者は、前項で指定した業務の落札者決定までの執行に関しては、第４条に規

定する三重県建設工事等総合評価方式技術審査会（以下、「技術審査会」という）の調査及び

審議を経て競争入札審査会の承認を得るものとする。 

 

 （技術審査会） 

第４条 競争入札審査会の長は、総合評価方式による入札を行うに当たり技術審査会を設置す

ることとする。 

２ 技術審査会は、以下の事項を調査及び審議し、その結果を当該業務の競争入札審査会及

び県土整備部入札管理課に報告するものとする。 

（１） 総合評価に係る技術提案の要求要件、技術提案の範囲の設定 

（２） 総合評価に係る評価基準の設定 

（３） 提出された技術提案の審査 

３ 技術審査会は、会長、副会長及び委員をもって構成するものとし、構成員は対象業務の

規模、内容により選定するものとする。 

 ４ 技術審査会は、落札者決定基準を定めようとするときは、地方自治法施行令第１６７条

の１０の２第４項に基づき、あらかじめ、別途定める三重県公共工事等総合評価意見聴取

会（以下「意見聴取会」という。）において学識経験を有する者（以下「学識経験者」とい

う。）の意見を聴かなければならない。 

 ５ 前項の規定による意見の聴取において、学識経験者から当該落札者決定基準に基づいて

落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合

は、技術審査会は、当該落札者を決定するに当たり、あらかじめ意見聴取会において学識
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経験者の意見を聴かなければならない。 

 ６ 技術審査会は、専門工事等に係る特殊な技術提案を求めて評価する場合は、意見聴取会

とは別に学識経験者の意見を聴くことができるものとする。 

 ７ 技術審査会の規約は、別に定める。 

 

（入札参加者の指名） 

第５条 契約締結権者は、第３条で指定した業務を発注しようとする場合は、競争入札審査会

に諮り、入札参加者の指名を行う。 

 

（指名通知に明示する事項） 

第６条 契約締結権者は、前条による通知に以下の事項を記載するものとする。 

（１） 総合評価方式による入札であること。 

（２） 入札を行う業務の内容 

（３） 技術提案書の作成様式及び作成上の留意事項 

（４） 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

（５） 技術提案を求める要求要件及び評価基準 

（６） 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

（７） 資料作成説明会を実施すること（資料作成説明会を開催する場合）。 

（８） 資料のヒアリングを実施すること（資料のヒアリングを実施する場合）。 

（９） その他必要な事項 

 

（技術提案書作成説明会、及び提出資料等のヒアリング） 

第７条 競争入札審査会等の長が必要と認めるときは、技術提案書作成説明会の開催及び技術

的要素の評価に係るヒアリングについて技術審査会に実施させることができるものとす

る。 

 

（総合評価の方法） 

第８条 総合評価方法については、次のとおり行うものとする。 

  （１）評価の対象とする技術的要素について、当該業務の目的・内容に応じ評価項目・評

価基準を設定する。 

  （２）各評価項目の評価に応じ得点を与える。 

  （３）価格及び性能等に係る総合評価は、下記の方式のいずれかとする。 

ア 除算方式 

（２）の各評価項目の得点の合計に入札参加資格の最低限の要求要件を満たす

者に与える標準点を足した数値を当該入札者の入札価格で除して得た数値をも

って行う。 

イ 加算方式 

（２）の各評価項目の得点の合計に当該入札者の入札価格を点数化したものを

合算して得た数値をもって行う。 

 

（落札者の決定） 

第９条 落札者の決定については、入札者に価格及び技術的要素をもって入札に参加させ、以

下の全ての要件に該当する者のうち、前条（総合評価の方法）により得られた数値（以下
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「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

  （１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 

  （２）入札に係る技術的要素が、入札公告又は指名通知によって明らかにした要求要件の

最低限の要求要件を全て満たしていること。 

  （３）評価値が、予定価格の算出の前提となる状態で想定される得点を、予定価格で除し

た数値（以下「基準評価値」という。）を下回っていないこと（除算方式の場合）。 

 ２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定めるも

のとする。 

 

（提案内容の保護） 

第１0 条 技術提案については、各企業の知的財産であることを考慮して、その取り扱いには

留意するものとする。 

 

（試行） 

第１１条 本要領にもとづく総合評価方式の入札手続の流れについては、別紙１を基本とする。  

２ 本要領にもとづく総合評価方式については、部分的に本要領によらず試行することがで

きるものとする。ただし、その場合は指名通知書送付時にその旨を明らかにするものとす

る。 

 

（その他） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、実施に向けて必要な事項は、別に定める。 

 

 

 附  則 

    

この要領は、平成２７年８月１日から施行する。 

 平成２１年３月３１日付け県土第２７－２７号「調査・設計業務等における総合評価

方式試行要領」は廃止する。




